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本日の話題

１．生物多様性技術研究会の概要

２．研究事例の紹介

３．今後の研究予定



１ 生物多様性技術研究会の概要

◆背景
平成20年(2008年）６月 生物多様性基本法の施行
平成21年8月 「生物多様性民間参画ガイドライン（第１版）」の公表
研究会発足当初の目的：生物多様性の保全に向けて、民間参画のより良い

あり方、普及方策などについて研究すること
第1回会合：平成21年10月５日 会員企業８社１０名で開始

現在の目的：
「生物の多様性の確保を通じて自然と共生する社会の実現を図る※１」ため、生
物多様性国家戦略・地域戦略や関連諸計画等に示された生物多様性確保の考
え方、自然の多様な価値とその具体的な評価方法、地域における住民、企業、
行政等の連携による生物多様性保全・活用の在り方等について調査研究するこ
とを目的とする。
※１自然再生推進法第一条「目的」の記載

◆活動状況
基本的に毎年４月～１２月の月１回開催



２ 研究事例の紹介

研究事例１ 企業による森林再生・活用のあり方（平成22～25年度）

研究事例２ 小さな自然再生の特徴と課題の整理（平成26～28年度）

研究メンバー

アジア航測（株）
豊田 治 （H22）
仲條 竜太（H23～）

いであ（株）
柏原 聡
野副 健司

西武造園（株）
安藤 義之
河野 勝 （H22）
藤本 絵美（H23～）

日本工営（株）
菅原 綾 （H22）
村山 元 （H23～）

パシフィックコンサルタンツ（株）
真田 純子（H22）
麻田 昌克（H23～）

（株）プレック研究所 石原 聡子

八千代エンジニヤリング（株） 本田 一彦

研究メンバー
アジア航測（株） 仲條 竜太

いであ（株） 柏原 聡

西武造園（株）
安藤 義之
小澤未夏子

日本工営（株） 武藤吉昌

パシフィックコンサルタンツ（株） 麻田 昌克

八千代エンジニヤリング（株） 山内 可奈子



２ 研究事例の紹介
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研究事例３ 生物多様性地域戦略のあり方（平成28～令和３年度）
（コロナによる中断を含む）



◆目的
社有林を有する企業も多いことから、里山等の再生・活用に企業が果たす役割
は、今後ますます大きくなると想定
⇒ これまで培った自然再生に関する技術等を活用し、企業の生物多様性保全
活動を支援することを目指し、「企業による森林再生・活用のあり方」を検討

◆研究フィールド ◆研究フロー
東京近郊の社有林

２ 研究事例の紹介
事例１ 「企業による森林再生・活用のあり方」



◆社有林内の生物多様性の現状と管理効果評価

➁管理効果の評価
生物多様性の加法的分割法（Additive Partitioning of Biodiversity)による
管理区域と非管理区域の多様度の比較

➀社有林内の林床植生調査

管理区域 非管理区域

企業の森

２ 研究事例の紹介
事例１ 「企業による森林再生・活用のあり方」
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参考：生物多様性の加法的分割（Additive Partitioning of Biodiversity)

Lande(1996)

・群集BとDは多様度が同じ。
・群集A～Dの単純合計は1.78

で全体の多様度0.92とは異なる
⇓

どの群集が全域の多様度に
最も寄与するのか不明

加法的分割により、群集Dが全域の多様度αに対して４６％と最も寄与している。

α=0 

α=0.38 

α=0.69 

α=0.69 

α（γ）=0.92

群集A

群集C

群集B

群集D



◆生物多様性の加法的分割（Additive Partitioning of Biodiversity)

指数 管理 非管理 計

α
０．５２０
（

０．５０８
（ ％）

１．０２８

β
０．２５５ ０．１０２ ０．３５７

全域
γ

１．３８５

・管理区域と非管理区域のα多様度はやや管理区域が高い
・管理区域のβ多様度が非管理区域よりも高く、全体の多様度に貢献

⇓
・管理活動の有効性をわかりやすく表示

加法的分割による管理区域と非管理区域の多様度の比較

２ 研究事例の紹介
事例１ 「企業による森林再生・活用のあり方」



◆主な成果：「企業の森づくり」の生物多様性評価手法（案）の作成

２ 研究事例の紹介
事例１ 「企業による森林再生・活用のあり方」

評価基準設定の３つの視点
【保全目標】の視点：生物多様性保全に対する目標設定の有無
【現況把握】の視点：現況に関する基本的な把握の有無
【具体策】に対する視点：目標達成に向けた活動の有無

→ アウトカム評価までには至っていない（あくまで初級レベルの評価）。

企業の森づくりの生物多様性評価の４つの評価軸



主成分 成 分 生物多様性に関する評価基準（案）
評価

結果

３ 生物

多様性

全体 対象範囲の生物多様性を評価する具体的な方法を定め、評価して

いる。 【具体策】

対象範囲の生物多様性の評価を行うための具体的な調査手法を定

めている。 【現況把握】

対象範囲の生物多様性を評価した結果、その結果を生じさせてい

る要因を把握している。 【具体策】

対象範囲の生物多様性を評価した結果、劣化していることが判明

した場合、改善を図っている。【具体策】

劣化している要因の改善ができているか。【具体策】

種レベ

ル

対象範囲の生物多様性を具体的な方法（動植物の種数、個体数等）

を定めて把握している。 【現況把握】

地域の生物多様性に大きな影響を及ぼす外来種の生息状況（生息

種や分布範囲）は把握している。 【現況把握】

環境省 、対象地域の自治体の 対象種等、地域の希少な種の

生息状況（生息種や分布範囲）を把握している。 【現況把握】

希少種・外来種などについては、専門家の見解を踏まえ、その保

護や対策・維持管理を行っている。 【具体策】

生 態

系レベル

対象地域内の自然林、コナラ林、アカマツ林、スギ・ヒノキ人工

林、谷津田、畑等、植生の分布を把握している。 【現況把握】

森林整備の際に、様々な環境（林床の明暗、林種、林齢）の創出

又は維持に努めている。 【具体策】

安全管理上問題のない枯損木や大径木については、動物の生息環

境に成りうるため残している。 【具体策】

湿地、湧水など、改変に対する影響を受けやすい脆弱な場所を把

握し、保全している。 【具体策】

環境整備（例えば谷津田復元、ビオトープ創造、間伐後等）によ

る効果を把握している。 【具体策】

3-3 景 観

レベル

周辺地域の生態系との連続性を考慮し、生態系ネットワークの分

断状況を具体的に把握しているか。 【現況把握】

地域の生態系ネットワークの分断状況を把握し、隣接地の劣化し

ている状況に対して関係者との調整を積極的に実施している。 【具体

策】

3-4 遺 伝

子レベル
地域に遺伝的に特有な生物が対象地域に生息している場合には、

遺伝的多様性が維持できるように配慮しているか。 【具体策】

◆主な成果：「企業の森づくり」の生物多様性評価手法（案）の作成

２ 研究事例の紹介
事例１ 「企業による森林再生・活用のあり方」

本手法を使って、企業の森に対する生物多様
性の保全状況を評価

・生物多様性保全への取り組みは全般的に高く評価
・初級レベルの評価基準ではあるが、生態系サービスに
関する配慮、活動はまだ不十分であることがわかる

評価基準と基準設定の例
（評価軸：生物多様性）



◆目的
H26年11月 自然再生基本方針変更により「小さな自然再生」が位置づけされた
⇒ 小さな自然再生の現状を整理、特徴を把握し、当該活動推進に向けた課題整
理を実施

◆研究概要
・小さな自然再生に該当すると思われる※56事例を対象
生態系別に・・
・実施している活動タイプ（再生・創出・保全・維持管理）と内容
・技術的特徴
・地域における連携状況
・特徴的な課題 等

※NECTA10周年記念における三橋弘宗先生による「小さな自然再生」に関する
発表内容も参考に整理

２ 研究事例の紹介
事例２ 「小さな自然再生」の特徴と課題の整理



◆主な成果
小さな自然再生の活動の特徴及び活動などの課題を整理

２ 研究事例の紹介
事例２ 「小さな自然再生」の特徴と課題の整理

参考：類似した資料として、地域生物多様性増進法の認定支援参考資料である
「生態系タイプごとの活動リスト」が公表されている

主な対象 行政との関わり 産業との関わり
対象とする
範囲・規模

活動の内容 活動の成果
他NPOとの連携（協議
会への移行し易さ）

技術的特徴
活動の行い易さ等に対

する考察等

・再生・創
出、保全、
維持管理の
対象

・関わりの有無
・関わりの原因

・関わりの有無
・関わりの原因

・活動する範囲が
どの程度「小さ
い」のか

・活動内容がどのような
ものに限定されているの
か。
・活動内容から考えられ
る資金や人力の必要程
度

・活動の成果の得られや
すさ
・活動成果のわかり易さ

・連携が必要となるよう
な活動内容なのか
・連携が必要となる理
由は資金面・人力面な
のか、より大きなス
ケールでの生態系の
作用を改善するために
必要なのか

・専門性の高低

奥山

・特定の種
を保全対象
とする事例
は少ない

・対象地が公有
林の場合に関
わりがある

・林業者との協
働作業がある

・活動区域は限
定的で他地域と
の連携はあまり
見られない

・間伐体験や自然観察会
等の身近な自然を体験
する場としての活用

・希少植物の保全、再生
復元等を目的としている
場合、成果が見えやすい
・プロの指導が得られや
すいため、成果は高いと
想定される

（想定されるケース）
・１NPOで扱えないほ
どの規模を再生しようと
する場合
・流量調整、水質改善
等を目的とする下流
NPOから要請されるよ
うな場合

・間伐、下草刈り等、知
識や技術、機械を必要
とする作業が多い

・人目に触れ難く、アク
セスも悪いことが考えら
れるため、活動としては
多くなく、規模も小さいと
想定される。
・作業内容のハードなイ
メージからか高齢者が
多く、次世代に繋げてい
くことが課題

里地里山

・再生を対
象とするよ
りも維持管
理の活動が
主
・保全対象
は希少種が
多い

・生物多様性第
2の危機の主た
る対象であり、
積極的な関わり
がある。

・実利と関わる
農林業者との連
携が多い
・第３次産業と
はCSR活動とし
て連携がある。

・不特定

・林地では、除伐、間伐、
下草刈り、落ち葉掻き
・ため池では外来魚除
去、水草の保護等
・湿地、谷津田では樹木
の除去、外来植物の除
去
・希少種保全のための環
境整備
・自然観察会、体験学習
等の実施
・収穫祭、ハイキング等

・全国各地で実施され、
既往事例の紹介も豊富
であり、成果が得られや
すいと思われる。
・対象に民有地が多いこ
とが想定され、地権者と
の合意が問題となり易い
と考えられる。

・活動が知られるよう
になった場所では、企
業の協力が得られや
すい
・水源地NPOと下流の
NPOが連携している事
例がある

・里山で培われた伝統
的な知識が必要な場
合が多い

・人里に近いことから、
共感や興味が得られれ
ば、比較的参加しやす
いと思われる。
・自分たちの活動範囲
だけで手いっぱいであ
り、かつ満足が得られる
ため、他と積極的に連携
はしないのではないか

湿地
・池沼

・遷移を人
為的にコン
トロールす
る活動が多
い
・保全対象
は希少種が
多い

・治水利水にお
いて、行政が関
わるケースが見
られる

・利水におい
て、農業、工業
と関わるケース
が見られる

・湖、沼そのもの
の規模が大きい
場合は岸の一部
分、小さい湿地、
池、溜池は全域

・生物をシンボル的に使
い再生、復元等の活動を
行っている例が多い。
・遷移の進行(乾燥化、陸
化）を阻止する活動が主
体
・清掃活動なども見られ
る
・漁業権、水利権との調
整

・劣化した湿地環境の復
元などにおいて成果が確
認されている。

・活動範囲が閉じた系
に近いため、連携する
理由が立ちにくく、少な
い

・希少種の消失に備え
る場合が多く、対象種
の生態に関する知識
は必要な場合が多い

・保全対象が明確
・大量の土砂の流入、水
源の枯渇、水質の悪化
等が著しい場合には再
生が困難
・里山活動、河川整備活
動と一体化している例も
多い。

地域区分

「小さな自然再生」の特徴

結果の抜粋



◆生態系サービスの簡易推定手法の検討
・生物多様性地域戦略で生態系サービスの
現況が示され、施策に反映されることは稀
⇒ 欧州でよく使われるマトリクスモデル（右図）
による生態系サービスの分布推定手法の適用性
の検討

Burkhard et al. (2009) Landscape online, 15, 1-22.

２ 研究事例の紹介
事例３ 生物多様性地域戦略のあり方

生態学的
健全性

供給
サービス

調整
サービス

文化的
サービス

土
地
利
用
/
植
生
区
分



◆生態系サービスの簡易推定手法の検討

◆多摩川流域における生態系サービスの分布図作成の試行
国土数値情報の土地利用細分メッシュの土地利用種別に
Burkhard et al. (2009)のマトリクス のESを活用（一部修正）

３． 研究で活用した技術概要



◆生態系サービスの簡易推定手法の検討

３． 研究で活用した技術概要

参考：総合地球環境学研究所のEco-DRRプロジェクトで得られた研究成果の一部を紹介するために
開設したウェブサイトでは、J-ADRESにより全国の生態系サービスの分布状況が整備されている

https://j-adres.chikyu.ac.jp/#evaluation-0

生態学的健全性

調整サービス 文化的サービス

供給サービス

https://j-adres.chikyu.ac.jp/#evaluation-0


４． 今後の研究予定

◆庭からはじまる生物多様性（R3年度～）
目的：生物に興味・関心が無い人々や、興味・関心

があっても積極的に関わることのない地域の
人々に対して、生物多様性の保全や活用が、
結果として様々な人々のウェルビーイングの
向上に繋がることを理解してもらうことを目指
す。

※ここでいう「庭」とは、地域住民の日常の活動範
囲くらい

＜研究概要＞
・子どもから大人・高齢者まで、各世代向けに生物
多様性の保全・活用を段階的に進められるプロ
グラムを、6社９名で検討中

研究メンバー

アジア航測（株） 岡田 実憲

いであ（株） 柏原 聡

西武造園（株）

安藤 義之（～R6）
依田 麻友子（～R6）
相楽 成美（R5～R6）
荒尾 一樹（R6～）

日本工営（株）
徳江 義宏（～R6）
難波 広樹
山口 皓平

（株）日比谷アメニス
上杉 哲郎（R6～）
角 知咲希（R6～）

八千代エンジニヤリング（株）
相崎 優子（～R5）
山内 可奈子（R6～）
小林 祐子（R6～）

地域住民とともに生物多様性向
上を進めたい企業ご担当者様、
NECTAで一緒に研究してみませ

んか？



ご清聴ありがとうございました。
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